
空家等に関する適正管理の流れ（概略） 

本市における「空家等」に関する調査から措置に係る適正管理の概略の流れについては、

次ページのとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

現地調査(概略：外観調査) 

改善依頼・情報提供【法 12 条】 

現地調査(立入調

査)所有者等通知 

判定 

助言・指導【法 14 条１項】 

命令【法 14 条３項】 

代執行【法 14 条９項】 

未改善 

不履行 

不履行 
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勧告【法 14 条２項】 

固定資産税の住宅用地特例を解除 
【法 15 条２項】 

所有者等調査（権利等詳細） 

空家等に関する苦情・相談 

現地調査(詳細： 
立入調査)【法９条】 

現地調査(詳細： 
外観目視)【法９条】 

所有者等調査（固定資産台帳・ 
水道情報等）【法９条、法 10 条】 

外観で 
判断可能な 
不全状態 

立入必要 

特定空家等認定 
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POINT： 
適正性や公平性を担保する段階を踏む
必要はあるか。第三者的視点や専門的
知見の必要性を含めて判定メンバーを
どのように構成するか。 

POINT： 
調査項目や判的基準の策定が必要。 

POINT： 
「認定」＝「助言・
指導」～「代執行」
まで全てを協議会決
定とするか。年２回
開催であれば代執行
まで最短で２年程度
掛かる。「勧告」は
不利益処分となるた
め、協議会必須か。 

POINT： 
過年度現地調査にて、明らかに周辺に
悪影響を及ぼす管理不全が認められる
ものも含める。 
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POINT： 
「改善依頼」は法に規定のない独自設
定。措置に移行する未然に所有者等自
らでの解決を促していくことが目的。 
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